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r6物価_3_2

（単位：千円）

240,485            -                    

110,950                                -
国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）

給付費　交付限度額②　（未配分額の減額後※）

（※　第２回提出分までの配分予定額と同等）

3,963               -                    
国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）

給付費　交付限度額②　（※）

（※　被災世帯向け給付にかかる交付限度額の今回追加分）

         2,729,800 -                    

136,972            
国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）

事務費　交付限度額③　（未配分額の減額後※）

（※　第２回提出分までの配分予定額と同等）

-                    
国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）

事務費　交付限度額③　（※）

（※　被災世帯向け給付にかかる交付限度額の今回追加分）

-                    220,000            
国のR5予備費分（給付金・定額減税一体支援枠分）

給付費　交付限度額④　（令和6年7月5日通知分）

-                    980,000            
国の予備費等（給付金・定額減税一体支援枠分）

給付費　交付限度額④　（令和6年12月通知分）

-                    106,319            
国の予備費等（給付金・定額減税一体支援枠分）

給付費　交付限度額④　（今回追加分）

123,600            -                    
国の予備費等（給付金・定額減税一体支援枠分）

給付費　交付限度額④　（令和7年●月通知分）

3,430               

-                    
国のR5補正予算分（給付金・定額減税一体支援枠分）

事務費　交付限度額⑤　（令和6年7月5日通知分）

国のR5補正予算分（給付金・定額減税一体支援枠分）

事務費　交付限度額④　（令和6年12月通知分）

240,485            220,000            
国の予備費等（給付金・定額減税一体支援枠分）

事務費　交付限度額⑤　（今回追加分）

110,950            980,000            
国の予備費等（給付金・定額減税一体支援枠分）

事務費　交付限度額⑤　（令和7年●月通知分）

3,963               106,319            

2,853,400         -                    
国のR5予備費分（給付支援サービス分）

交付限度額⑥　（令和6年度通知分）

140,402            1,306,319         
国のR5予備費分（給付支援サービス分）

交付限度額⑥　（令和6年●月通知分）

-                    

3,349,200         

         4,655,519

Ａ

Ｂ１ Ｂ４ Ｂ５ Ｂ７

交付対象経費

国のR5補正予算分

（交付限度額①）

（推奨事業メニュー

分）

国のR5補正予算分

（交付限度額②）

（低所得世帯支援枠

分）

給付費

国のR5補正予算分

（交付限度額③）

（低所得世帯支援枠

分）

事務費

国の予備費等

（交付限度額④）

（給付金・定額減税

一体支援枠分）

給付費

国の予備費等

（交付限度額⑤）

（給付金・定額減税

一体支援枠分）

事務費

国のR5予備費分

（交付限度額⑥）

（給付支援サービス

(令和6年度)分）

国のR6補正予算分

（交付限度額⑦）

（推奨事業メニュー

分）

国のR6補正予算分

（交付限度額⑧）

（令和６年度低所得

世帯支援枠等分）

給付費

国のR6補正予算分

（交付限度額⑨）

（令和６年度低所得

世帯支援枠等分）

事務費

国のR6補正予算分

（交付限度額⑩）

（給付支援サービス

分）

その他

（一般財源や補助

対象外経費等）

合計  4,962,312  4,865,452  417,673  110,950 3,963 2,853,400 173,147 - 220,000 980,000 106,319 - 96,860 

令和5年度住民税均等割非課

税世帯（7万円）

（低所得世帯支援枠）

1 R5_補正 低所得 ○ ○ ○
物価高騰対応重点支援給

付金（R5）

Ⅰ．物価高から国

民生活を守る
○ － 113,755 113,755 - 110,950 2,805 - - 

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の

方々の生活を維持する。

②低所得世帯への給付金及び事務費

③R５,R６の累計給付金額

R５年度分の住民税非課税世帯　29465世帯×70千円　　のうちR

６計画分

事務費2805千円

事務費の内容　　[役務費（郵送料等）　業務委託料　人件費　とし

て支出]

④R５年度分の住民税非課税世帯　（29465世帯）

－ ○ － R5.12 R6.4
対象世帯に対して令和5年

12月までに支給を開始する
ホームページ、広報誌等

対象分野に関連し

ない R5補正（地）

一体給付

（給付金・定額減税一体支援）

※不足額給付は含まない

2
R5_補正・

予備(※)

推奨事

業・一体

支援

○ ○ ○

物価高騰対応重点支援給

付金（R6）、物価高騰対応

生活支援給付金、物価高騰

対応こども加算給付金、定

額減税補足給付金

Ⅰ．物価高から国

民生活を守る
○ － 3,061,849 3,061,849 35,302 2,853,400 173,147 - - 

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の

方々の生活を維持する。

②低所得世帯への給付金及び事務費

③R５,R６の累計給付金額

令和５年度均等割のみ課税世帯　4607世帯×100千円、令和６

年度非課税化世帯　3681世帯×100千円、令和６年度均等割の

み課税化世帯　1574世帯×100千円、子ども加算　5008人×50

千円、定額減税を補足する給付の対象者　94572人　(2211800

千円）　　のうちR６計画分、（国庫返還相当額等　305000千円含

む）

事務費　208449千円

事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業

務委託料　人件費　として支出]（国庫返還相当額等36175千円含

む）

④低所得世帯等の給付対象世帯数（9862世帯）、定額減税を補

足する給付の対象者数（94572人）

－ ○ － R6.2 R6.11
対象世帯に対して令和6年2

月までに支給を開始する
ホームページ、広報誌等

対象分野に関連し

ない
R6補正（地）

（デジタル庁）

給付支援サービス

（R5予備費）

3 - - 

住民税均等割非課税世帯等

への支援関連の給付費

（家計急変への横出し等・補

正）

4 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○
物価高騰対応重点支援給

付金（家計急変世帯分）

Ⅰ．物価高から国

民生活を守る
○ － 490 490 490 - 

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の

方々の生活を維持する。

②低所得世帯への給付金

③R５,R６の累計給付金額

R５年度分家計急変世帯　24世帯×70千円　のうちＲ６計画分

（追加支給決定分 7世帯×70千円）

④R５年度分の家計急変世帯（24世帯）

－ ○ － R6.4 R7.3
対象世帯に対して令和6年2

月までに支給を開始する
ホームページ、広報誌等

対象分野に関連し

ない R5補正（地）

一体給付関連の給付費

（上乗せ等・予備費）
5 - - 

事務費

（上乗せ・横出し）
6 R5_補正 低所得 ○ ○ ○ No.2事業（事務費）

Ⅰ．物価高から国

民生活を守る
○ － 1,158 1,158 1,158 

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の

方々の生活を維持する。

②低所得世帯への給付にかかる事務費

③事務費　1,158千円

事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業

務委託料　人件費　その他　として支出]

④低所得世帯等の給付対象世帯数（9442世帯）、定額減税を補

足する給付の対象者数（90820人）

－ ○ － R6.2 R6.11
対象世帯に対して令和6年2

月までに支給を開始する
ホームページ、広報誌等

対象分野に関連し

ない R5補正（地）

令和6年度住民税均等割非課

税世帯（3万円）

＋こども加算（2万円）

＋不足額給付

（令和６年度低所得世帯支援

枠等）

7 R6_補正 低所得 ○ ○ ○

令和６年度物価高騰対応

重点支援給付金（追加

分）、令和６年度物価高騰

対応こども加算給付金（追

加分）

Ⅱ．物価高の克服 ○ － 1,086,319 1,086,319 - 980,000 106,319 - 

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の

方々の生活を維持する。

②低所得世帯への給付金及び事務費

③R６の累計給付金額

令和６年度住民税均等割非課税世帯　30000世帯×30千円、子

ども加算　4000人×20千円　　のうちR６計画分

事務費　106319千円

事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業

務委託料　人件費　その他　として支出]

④低所得世帯等の給付対象世帯数（30000世帯）

－ ○ － R7.2 R7.3
対象世帯に対して令和7年2

月までに支給を開始する
ホームページ、広報誌等

対象分野に関連し

ない R6補正（地）

（デジタル庁）

給付支援サービス

（R6補正）

8 - - 

令和６年度低所得世帯支援枠

等関連の給付費

（家計急変への横出し等・R6補

正）

9 - - 

事務費

（上乗せ・横出し）
10 - - 

令和６年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画

対象外経

費に臨時

交付金を

充当して

いない

枠

行財政部財政課担当部局課名

417,673                                    11222

【11_埼玉県】

11222_埼玉県越谷市

国のR5補正予算分（推奨事業メニュー分）　交付限度額①

にかかる交付対象経費

048-963-9115

地

方

単

独

事

業

推奨事業メ

ニュー
⑨を選択した場合、より効果が

あると考える理由

交付対象事業の名称
経済対策との関

係

【調整後】本省繰越希望額

（R6補正により措置された推奨事業メニュー分　交付限度額⑦に係る希望

額）

（交付限度額⑦を上限とする）
本省繰越希望額

（R6補正により措置された令和６年度低所得世帯支援枠等分（給付費）

交付限度額⑧に係る希望額）

Ｎｏ

臨時の措置で

あることが分

かる事業名称

としている

zaisei@city.koshigaya.lg.jp

総事業費

Ｂ

　

【

Ｒ

５

経

済

対

策

】
差

押

禁

止

法

の

対

象

範

囲

　
※

事

務

連

絡

参

照

　

【

Ｒ

６

経

済

対

策

等

】
差

押

禁

止

法

の

対

象

範

囲
　
※

事

務

連

絡

参

照

110,950                                    

移替先

23,993                                                

交付対象経費(地方単独事業費)

（R6経済対策等分）

小計　交付限度額④

小計　交付限度額⑤

小計　交付限度額⑥

国のR6補正分（推奨事業メニュー分）

交付限度額⑦　（令和6年12月17日通知分）

小計　交付限度額（R6経済対策等分）

国のR6補正分（給付支援サービス分）

交付限度額⑩　（今回追加分）

本省繰越希望額

（R6補正により措置された令和６年度低所得世帯支援枠等分（事務費）

交付限度額⑨に係る希望額）

今回配分予定額

国の予備費等（給付金・定額減税一体支援枠分）

事務費

交付限度額⑤

今回配分予定額

国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援

枠等分）　給付費　交付限度額⑧

配分予定額計

国のR5補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額①
配分予定額計

国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　給付

費

交付限度額②

Ｂ２国

の

予

算

年

度

(

※

R

5

補

正

、

R

6

補

正

を

含

む

場

合

あ

り

)

Ｂ３

配分予定額計

国の予備費等（定額減税一体支援枠分）　事務費

交付限度額⑤

今回配分予定額

国のR5補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額①

都道府県・市町村コード（５桁）

エネル

ギー・食料

品価格等の

物価高騰の

影響を受け

た生活者等

に対して事

業の効果が

直接及ぶ

国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　事務費　交付限度額③

にかかる交付対象経費小澤　ゆう子

都道府県区分

地方公共団体名（コード有り）

電話番号

メールアドレス

国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　給付費　交付限度額②

にかかる交付対象経費

交付対象経費(地方単独事業費)

（R5経済対策分）

担当者氏名

国の予備費等（給付金・定額減税一体支援枠分）　給付費　交付限度額④

にかかる交付対象経費

3,963                                       

173,147                                    

-                                            

国の予備費等（給付金・定額減税一体支援枠分）　事務費　交付限度額⑤

にかかる交付対象経費

国のR5予備費分（給付支援サービス分）　交付限度額⑥

にかかる交付対象経費

2,853,400                                  

今回配分予定額

国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援

枠等分）　事務費　交付限度額⑨

今回配分予定額

国のR6補正予算分（給付支援サービス分）

交付限度額⑩

配分予定額計

国のR6補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額⑦

今回配分予定額

国のR5予備費分（給付支援サービス分）

交付限度額⑥

国のR6補正予算分（推奨事業メニュー分）　交付限度額⑦

にかかる交付対象経費 220,000                                    

国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

給付費　交付限度額⑧にかかる交付対象経費 980,000                                    

国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

事務費　交付限度額⑨にかかる交付対象経費 106,319                                    

国のR6補正予算分（給付支援サービス分）　交付限度額⑩

にかかる交付対象経費 -                                            

今回配分予定額

国の予備費等（給付金・定額減税一体支援枠分）

給付費

交付限度額④

今回配分予定額

国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　給付

費

交付限度額②今回配分予定額

国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　事務

費

交付限度額③

配分予定額計

配分予定額計

国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援

枠等分）　給付費　交付限度額⑧

配分予定額計

国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援

枠等分）　事務費　交付限度額⑨

1,260,265                                                        

130,312                                                          

小計　交付限度額⑧

小計　交付限度額⑨

既配分額

国のR5補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額①

既配分額

国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　給付

費

交付限度額②
既配分額

国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　事務

費

交付限度額③
既配分額

国の予備費等（給付金・定額減税一体支援枠分）

給付費

交付限度額④
既配分額

国のR5補正予算分（給付金・定額減税一体支援枠

分）　事務費

交付限度額⑤

既配分額

国のR5予備費分（給付支援サービス分）

交付限度額⑥

既配分額

国のR6補正予算分（給付支援サービス分）

交付限度額⑩

3,963                                               

小計　交付限度額②

小計　交付限度額③

既配分額

国のR6補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額⑦

既配分額

国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援

枠等分）　給付費　交付限度額⑧

既配分額

国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援

枠等分）　事務費　交付限度額⑨

国のR5補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額①　（令和5年度本省繰越分） 240,485                                           

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

給付費　交付限度額⑧　（令和6年12月17日通知分）

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

事務費　交付限度額⑨　（令和6年12月17日通知分）

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

給付費　交付限度額⑧　（令和7年●月通知分）

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

事務費　交付限度額⑨　（令和7年●月通知分）

1,260,265                                                        

130,312                                                          

567,951                                                          

110,950                                           

-                                                    

110,950                                           

3,963                                               

-                                                    

Ｂ６

5,307,728                                                        

小計　交付限度額（R5経済対策分）

本省繰越希望額

（R6補正により措置された給付支援サービス分　交付限度額⑩に係る希

望額）
-                                                       

R

6

経

済

対

策

等

に

か

か

る

本

省

繰

越

希

望

額

記

載

欄

347,951                                                          小計　配分予定額（R6経済対策等分）

配分予定額計

国のR6補正予算分（給付支援サービス分）

交付限度額⑩

                                           136,972

                                                    -

                                           140,402

                                                    -

347,951                                               

280,265                                               

【調整前】本省繰越額

国のR6補正予算分（推奨事業メニュー分）交付限度額⑦

本省繰越の追加希望額　手動入力分

（調整用）

※記載は不要

                                         2,853,400

                                               3,430

事業

終期

3,349,200                                         

総務省

成果目標（可能な限り

定量的指標を設定）

実施状況の公表等について（HP,広報紙

など）

備考1

(重点支援地方

交付金の追加を

踏まえた各省庁

の通知の発出状

況に定義されて

いる対象分野)

特定事業者

等支援

自治体での予算

区分

個人を対象

とした給付

金等

備考2 備考3

交付限度額計

基金
事業

始期

Ｃ
事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)

①目的・効果

②交付金を充当する経費内容

③積算根拠（対象数、単価等）

④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

【調整前】今回配分予定額

推奨事業メニュー（R6補正）交付限度額⑦
220,000                                                          

推

奨

事

業

メ

ニ

ュ
ー

の

本

省

繰

越

希

望

額

の

調

整

欄

配分予定額計

国の予備費等（定額減税一体支援枠分）　給付費

交付限度額④

配分予定額計

国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　事務

費

交付限度額③

小計　配分予定額（R5経済対策分）

配分予定額計

国のR5予備費分（給付支援サービス分）

交付限度額⑥

                                         1,966,730
【調整後】今回配分予定額

国のR6補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額⑦
-                                                                   

1,958,528                                                                                                   763,070

                                           123,600

                                                    - -                                                                   

mailto:zaisei@city.koshigaya.lg.jp
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Ａ

Ｂ１ Ｂ４ Ｂ５ Ｂ７

交付対象経費

国のR5補正予算分

（交付限度額①）

（推奨事業メニュー

分）

国のR5補正予算分

（交付限度額②）

（低所得世帯支援枠

分）

給付費

国のR5補正予算分

（交付限度額③）

（低所得世帯支援枠

分）

事務費

国の予備費等

（交付限度額④）

（給付金・定額減税

一体支援枠分）

給付費

国の予備費等

（交付限度額⑤）

（給付金・定額減税

一体支援枠分）

事務費

国のR5予備費分

（交付限度額⑥）

（給付支援サービス

(令和6年度)分）

国のR6補正予算分

（交付限度額⑦）

（推奨事業メニュー

分）

国のR6補正予算分

（交付限度額⑧）

（令和６年度低所得

世帯支援枠等分）

給付費

国のR6補正予算分

（交付限度額⑨）

（令和６年度低所得

世帯支援枠等分）

事務費

国のR6補正予算分

（交付限度額⑩）

（給付支援サービス

分）

その他

（一般財源や補助

対象外経費等）

対象外経

費に臨時

交付金を

充当して

いない

枠

地

方

単

独

事

業

推奨事業メ

ニュー
⑨を選択した場合、より効果が

あると考える理由

交付対象事業の名称
経済対策との関

係
Ｎｏ

臨時の措置で

あることが分

かる事業名称

としている

総事業費

Ｂ
Ｂ２国

の

予

算

年

度

(

※

R

5

補

正

、

R

6

補

正

を

含

む

場

合

あ

り

)

Ｂ３

エネル

ギー・食料

品価格等の

物価高騰の

影響を受け

た生活者等

に対して事

業の効果が

直接及ぶ

Ｂ６

事業

終期

成果目標（可能な限り

定量的指標を設定）

実施状況の公表等について（HP,広報紙

など）

備考1

(重点支援地方

交付金の追加を

踏まえた各省庁

の通知の発出状

況に定義されて

いる対象分野)

特定事業者

等支援

自治体での予算

区分

個人を対象

とした給付

金等

備考2 備考3基金
事業

始期

Ｃ
事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)

①目的・効果

②交付金を充当する経費内容

③積算根拠（対象数、単価等）

④事業の対象（交付対象者、対象施設等）
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11 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○

地区センター施設管理事業

（エネルギー価格高騰対

応）

Ⅰ．物価高から国

民生活を守る
○

⑨推奨事業メ

ニュー例より

も更に効果が

あると判断す

る地方単独事

業

直接市民の用に供する施設の安定

的な運営を確保することにより、市民

サービスの低下を防ぐことができるた

め

20,895 20,895 20,895 

①エネルギー価格高騰が続く中、市民の利用に支障をきたさない

よう、地区センターにおいて電気・ガスが安定的・継続的に供給さ

れる状況を確保する。

②光熱費価格高騰分

③令和6年度当初予算額－令和3年度決算額

〈電気・ガス〉59,630,000円－38,735,000円＝20,895,000円

④地区センター（13施設）

－ － － R6.4 R7.3
電気・ガスの安定供給を

100％維持する。
ホームページ

対象分野に関連し

ない R6当初（地）

12 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○

中央市民会館施設管理事

業（エネルギー価格高騰対

応）

Ⅰ．物価高から国

民生活を守る
○

⑨推奨事業メ

ニュー例より

も更に効果が

あると判断す

る地方単独事

業

直接市民の用に供する施設の安定

的な運営を確保することにより、市民

サービスの低下を防ぐことができるた

め

16,952 16,952 16,952 

①エネルギー価格高騰が続く中、市民の利用に支障をきたさない

よう、中央市民会館において電気・ガスが安定的・継続的に供給

される状況を確保する。

②光熱費価格高騰分

③令和6年度当初予算額－令和3年度決算額

　〈電気・ガス〉38,048,000円－21,096,000円＝16,952,000円

④中央市民会館

－ － － R6.4 R7.3
電気・ガスの安定供給を

100％維持する。
ホームページ

対象分野に関連し

ない R6当初（地）

13 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○

北部市民会館施設管理事

業（エネルギー価格高騰対

応）

Ⅰ．物価高から国

民生活を守る
○

⑨推奨事業メ

ニュー例より

も更に効果が

あると判断す

る地方単独事

業

直接市民の用に供する施設の安定

的な運営を確保することにより、市民

サービスの低下を防ぐことができるた

め

5,138 5,138 5,138 

①エネルギー価格高騰が続く中、市民の利用に支障をきたさない

よう、北部市民会館において電気・ガスが安定的・継続的に供給

される状況を確保する。

②光熱費価格高騰分

③令和6年度当初予算額－令和3年度決算額

　〈電気・ガス〉10,971,459円－5,833,000円＝5,138,459円

④北部市民会館

－ － － R6.4 R7.3
電気・ガスの安定供給を

100％維持する。
ホームページ

対象分野に関連し

ない R6当初（地）

14 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○
交流館施設管理事業（エネ

ルギー価格高騰対応）

Ⅰ．物価高から国

民生活を守る
○

⑨推奨事業メ

ニュー例より

も更に効果が

あると判断す

る地方単独事

業

直接市民の用に供する施設の安定

的な運営を確保することにより、市民

サービスの低下を防ぐことができるた

め

4,067 4,067 4,067 

①エネルギー価格高騰が続く中、交流館において電気・ガスが安

定的・継続的に供給される状況を確保する。

②光熱費価格高騰分

③令和6年度当初予算額－令和3年度決算額

〈電気・ガス〉9,204,062円－5,137,394円＝4,066,668円

④交流館（7施設）

－ － － R6.4 R7.3
電気・ガスの安定供給を

100％維持する。
ホームページ

対象分野に関連し

ない
R6当初（地）

15 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○

市民活動支援センター施設

管理事業（エネルギー価格

高騰対応）

Ⅰ．物価高から国

民生活を守る
○

⑨推奨事業メ

ニュー例より

も更に効果が

あると判断す

る地方単独事

業

直接市民の用に供する施設の安定

的な運営を確保することにより、市民

サービスの低下を防ぐことができるた

め

1,053 1,053 1,053 

①エネルギー価格高騰が続く中、市民の利用に支障をきたさない

よう、市民活動支援センターにおいて電気が安定的・継続的に供

給される状況を確保する。

②光熱費価格高騰分

③令和6年度当初予算額－令和3年度決算額

〈電気〉4,470,426円－3,417,714円＝1,052,712円

④市民活動支援センター

－ － － R6.4 R7.3
電気・ガスの安定供給を

100％維持する。
ホームページ

対象分野に関連し

ない R6当初（地）

16 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○
斎場運営事業（エネルギー

価格高騰対応）

Ⅰ．物価高から国

民生活を守る
○

⑨推奨事業メ

ニュー例より

も更に効果が

あると判断す

る地方単独事

業

直接市民の用に供する施設の安定

的な運営を確保することにより、市民

サービスの低下を防ぐことができるた

め

30,627 30,627 30,627 

①エネルギー価格高騰が続く中、市民の利用に支障をきたさない

よう、斎場における電気・ガスの安定した継続供給が保障される

状況を確保する。

②電気・ガスの価格高騰分

③令和6年度当初予算額－令和3年度決算額

　　　令和6年度当初予算額　73,200,000円

　　　令和3年度決算額　　　　42,573,000円

　　　差額　　　　　　　　　　　 　30,627,000円

④越谷市斎場

－ － － R6.4 R7.3
電気・ガスの安定供給を

100％維持する。
ホームページ

対象分野に関連し

ない
R6当初（地）

17 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○
保育所給食栄養管理事業

（食料品価格高騰対応）

Ⅰ．物価高から国

民生活を守る
○

②エネル

ギー・食料品

価格等の物価

高騰に伴う子

育て世帯支援

7,002 7,002 7,002 

①食料品価格等の影響により保育所給食の材料費の増加が見

込まれるため、保護者負担を増やすことなく栄養バランスや量を

保った給食の提供を行うため、給食用物資を購入する。

②給食材料費高騰分（職員は除く）

③R6年度当初予算額160,000,000円－R3年度実績152,998,162

円＝7,001,838円

④市内公立保育所

－ － － R6.4 R7.3

食事摂取基準に基づき、原

油価格・物価高騰前に提供

していた給食の提供を

100％維持する。

ホームページ
保育所・幼稚園・

認定こども園等 R6当初（地）

18 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○
保育所管理事業（エネル

ギー価格高騰対応）

Ⅰ．物価高から国

民生活を守る
○

⑨推奨事業メ

ニュー例より

も更に効果が

あると判断す

る地方単独事

業

直接市民の用に供する施設の安定

的な運営を確保することにより、市民

サービスの低下を防ぐことができるた

め

11,029 11,029 11,029 

①エネルギー価格高騰が続く中、保育環境を悪化させないため、

電気・ガスの安定した継続供給が保障される状況を確保する。

②電気・ガス等の光熱費価格高騰分

③R6年度支出見込50,000,000円－R3年度実績38,971,243円＝

11,028,757円

④市内公立保育所

－ － － R6.4 R7.3

照明、空調設備等の使用制

限による保育環境の悪化、

ガスの使用制限による給食

の提供への支障がないよ

う、電気・ガスの安定供給を

100％維持する。

ホームページ
保育所・幼稚園・

認定こども園等
R6当初（地）

19 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○
交通安全施設整備事業（エ

ネルギー価格高騰対応）

Ⅰ．物価高から国

民生活を守る
○

⑨推奨事業メ

ニュー例より

も更に効果が

あると判断す

る地方単独事

業

直接市民の用に供する施設の安定

的な運営を確保することにより、市民

サービスの低下を防ぐことができるた

め

18,237 18,237 18,237 

①エネルギー価格高騰が続く中、道路照明灯の電気の安定的・

継続的な供給を確保する。

②光熱費価格高騰分

③令和6年度支出見込額－令和3年度支出額

〈電気〉71,000,000円－52,763,479円＝18,236,521円

④道路照明灯（15,292基）

－ － － R6.4 R7.3
電気の安定供給を100％維

持する。
ホームページ

対象分野に関連し

ない
R6当初（地）

20 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○
公園施設維持管理事業（エ

ネルギー価格高騰対応）

Ⅰ．物価高から国

民生活を守る
○

⑨推奨事業メ

ニュー例より

も更に効果が

あると判断す

る地方単独事

業

直接市民の用に供する施設の安定

的な運営を確保することにより、市民

サービスの低下を防ぐことができるた

め

15,254 15,254 15,254 

①エネルギー価格高騰が続く中、市民の利用に支障をきたさない

よう、市内の公園施設等への電気の安定的・継続的な供給を確

保する。

②光熱費価格高騰分

③令和6年度支出見込額－令和3年度支出額

〈R6当初予算光熱水費82,000,000円のうち電気・ガス61,050,000

円－R3決算45,796,024円＝15,253,976円

④市内の公園や緑道などにある管理施設

－ － － R6.4 R7.3
電気の安定供給を100％維

持する。
ホームページ

対象分野に関連し

ない R6当初（地）

21 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○

越谷コミュニティセンター管

理事業（エネルギー価格高

騰対応）

Ⅰ．物価高から国

民生活を守る
○

⑨推奨事業メ

ニュー例より

も更に効果が

あると判断す

る地方単独事

業

直接市民の用に供する施設の安定

的な運営を確保することにより、市民

サービスの低下を防ぐことができるた

め

28,853 28,853 28,853 

①エネルギー価格高騰が続く中、市民の利用に支障をきたさない

よう、コミュニティセンターへの電気・ガス等の安定的・継続的な供

給を確保する。

②光熱費等（冷熱、温熱、ガス、電気）価格高騰分

③令和6年度支出見込額（光熱費）　  82,530,000 円・・・⑴

　 令和3年度決算額　　（光熱費） 　53,676,782円・・・⑵

                              　　　　　⑴－⑵＝28,853,218円・・・増加分

④越谷コミュニティセンター

－ － － R6.4 R7.3
電気等の安定供給を100％

維持する。
ホームページ

対象分野に関連し

ない R6当初（地）

22 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○
市立体育施設管理事業（エ

ネルギー価格高騰対応）

Ⅰ．物価高から国

民生活を守る
○

⑨推奨事業メ

ニュー例より

も更に効果が

あると判断す

る地方単独事

業

直接市民の用に供する施設の安定

的な運営を確保することにより、市民

サービスの低下を防ぐことができるた

め

6,182 6,182 6,182 

①エネルギー価格高騰が続く中、市民の利用に支障をきたさない

よう、市立体育館（北・南・西体育館）における電気の安定した継

続供給が保障される状況を確保する。

②光熱費（電気、ガス）価格高騰分

③令和6年度支出見込額　光熱水費のうち電気・ガス10,949,713

円－R3決算4,767,708円＝6,182,005円

④体育館（3施設）

－ － － R6.4 R7.3
電気等の安定供給を100％

維持する。
ホームページ

対象分野に関連し

ない R6当初（地）

23 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○
図書館施設管理事業（エネ

ルギー価格高騰対応）

Ⅰ．物価高から国

民生活を守る
○

⑨推奨事業メ

ニュー例より

も更に効果が

あると判断す

る地方単独事

業

直接市民の用に供する施設の安定

的な運営を確保することにより、市民

サービスの低下を防ぐことができるた

め

3,325 3,325 3,325 

①エネルギー価格高騰が続く中、市民の利用に支障をきたさない

よう、市立図書館への電気・ガスの安定的・継続的な供給を確保

する。

②光熱費（電気、ガス）価格高騰分

③17,034,911円(令和6年度支出見込み額)-13,709,739円(令和3

年度決算額)=3,325,172円（差額・高騰分)

④市立図書館

－ － － R6.4 R7.3

電気等の安定供給を100％

維持する。（来館を躊躇され

ることがない快適な施設運

営を通じて、利用者数

(125,865人・令和3年度)の

維持を図る。）

ホームページ
対象分野に関連し

ない
R6当初（地）

24 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○

日本文化伝承の館運営事

業（エネルギー価格高騰対

応）

Ⅰ．物価高から国

民生活を守る
○

⑨推奨事業メ

ニュー例より

も更に効果が

あると判断す

る地方単独事

業

直接市民の用に供する施設の安定

的な運営を確保することにより、市民

サービスの低下を防ぐことができるた

め

1,411 1,411 1,411 

①エネルギー価格高騰が続く中、市民の利用に支障をきたさない

よう、こしがや能楽堂への電気の安定的・継続的な供給を確保す

る。

②光熱費（電気）価格高騰分

③令和6年度支出見込額（光熱費）　  4,250,000 円・・・⑴

　 令和3年度決算額　　（光熱費） 　2,838,976円・・・⑵

                              　　　　　⑴－⑵＝1,411,024円・・・増加分

④こしがや能楽堂

－ － － R6.4 R7.3
電気等の安定供給を100％

維持する。
ホームページ

対象分野に関連し

ない
R6当初（地）

25 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○

科学技術体験センター管理

運営事業（エネルギー価格

高騰対応）

Ⅰ．物価高から国

民生活を守る
○

⑨推奨事業メ

ニュー例より

も更に効果が

あると判断す

る地方単独事

業

直接市民の用に供する施設の安定

的な運営を確保することにより、市民

サービスの低下を防ぐことができるた

め

706 706 706 

①エネルギー価格高騰が続く中、市民の利用に支障をきたさない

よう、科学技術体験センターへの電気の安定的・継続的な供給を

確保する。

②光熱費（ガス、電気）価格高騰分

③令和6年度支出見込み額（光熱費）   8,071,333円・・・⑴

　 令和3年度決算額（光熱費）   7,365,286円・・・⑵

                              　⑴－⑵＝706,047円・・・増加分

④科学技術体験センター

－ － － R6.4 R7.3
電気等の安定供給を100％

維持する。
ホームページ

対象分野に関連し

ない R6当初（地）

26 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○

総合体育館管理運営事業

（エネルギー価格高騰対

応）

Ⅰ．物価高から国

民生活を守る
○

⑨推奨事業メ

ニュー例より

も更に効果が

あると判断す

る地方単独事

業

直接市民の用に供する施設の安定

的な運営を確保することにより、市民

サービスの低下を防ぐことができるた

め

16,786 16,786 16,786 

①エネルギー価格高騰が続く中、市民の利用に支障をきたさない

よう、総合体育館への電気・ガスの安定的・継続的な供給を確保

する。

②光熱費（電気、ガス）価格高騰分

③令和6年度支出見込額　光熱水費37,000,000円のうち電気・ガ

ス35,000,000円－R3決算18,214,306円＝16,785,694円

④総合体育館

－ － － R6.4 R7.3
電気等の安定供給を100％

維持する。
ホームページ

対象分野に関連し

ない
R6当初（地）

27 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○
小学校施設管理事業（エネ

ルギー価格高騰対応）

Ⅰ．物価高から国

民生活を守る
○

⑨推奨事業メ

ニュー例より

も更に効果が

あると判断す

る地方単独事

業

直接市民の用に供する施設の安定

的な運営を確保することにより、市民

サービスの低下を防ぐことができるた

め

70,806 70,806 70,806 

①エネルギー価格高騰が続く中、学校運営に支障をきたさないよ

う、小学校への電気・ガスの安定的・継続的な供給を確保する。

②光熱費価格高騰分

③令和６年度支出見込額－令和3年度支出額

〈電気・空調用都市ガス〉189,000,000円－118,194,000円＝

70,806,000円

充当額60,000,000円

④小学校（29校）

－ － － R6.4 R7.3
電気・空調用都市ガスの安

定供給を100％維持する。
ホームページ

対象分野に関連し

ない R6当初（地）

28 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○
中学校施設管理事業（エネ

ルギー価格高騰対応）

Ⅰ．物価高から国

民生活を守る
○

⑨推奨事業メ

ニュー例より

も更に効果が

あると判断す

る地方単独事

業

直接市民の用に供する施設の安定

的な運営を確保することにより、市民

サービスの低下を防ぐことができるた

め

33,632 33,632 33,632 

①エネルギー価格高騰が続く中、学校運営に支障をきたさないよ

う、中学校への電気・ガスの安定的・継続的な供給を確保する。

②光熱費価格高騰分

③令和６年度支出見込額－令和3年度支出額

〈電気・空調用都市ガス〉97,000,000円－63,368,000円＝

33,632,000円

充当額30,000,000円

④中学校（15校）

－ － － R6.4 R7.3
電気・空調用都市ガスの安

定供給を100％維持する。
ホームページ

対象分野に関連し

ない R6当初（地）

29 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○

給食センター施設管理事業

（エネルギー価格高騰対

応）

Ⅰ．物価高から国

民生活を守る
○

⑨推奨事業メ

ニュー例より

も更に効果が

あると判断す

る地方単独事

業

直接市民の用に供する施設の安定

的な運営を確保することにより、市民

サービスの低下を防ぐことができるた

め

21,850 21,850 21,850 

①エネルギー価格高騰が続く中、学校給食の提供に支障をきたさ

ないよう、給食センターへの電気・ガスの安定的・継続的な供給を

確保する。

②光熱費価格高騰分

③R6年度支出見込額　55,213,601円-R3支出額　33,364,351円

＝21,849,250円

④給食センター（3施設）

－ － － R6.4 R7.3
電気等の安定供給を100％

維持する。
ホームページ 給食 R6当初（地）

30 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○
学校給食栄養管理事業（食

料品価格高騰対応）

Ⅰ．物価高から国

民生活を守る
○

②エネル

ギー・食料品

価格等の物価

高騰に伴う子

育て世帯支援

68,076 68,076 68,076 

①食料品価格等の影響により学校給食の材料費の増加が見込

まれるため、保護者負担を増やすことなく栄養バランスや量を

保った給食の提供を行うため、給食用物資を購入する。

②給食材料費高騰分（教職員は除く）

③R6年度当初予算額1,330,000,000円－R3年度実績

1,261,924,054円＝68,075,946円

④市内小中学校

－ － － R6.4 R7.3

食事摂取基準に基づき、原

油価格・物価高騰前に提供

していた給食の提供を

100％維持する。

ホームページ 給食 R6当初（地）
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Ａ

Ｂ１ Ｂ４ Ｂ５ Ｂ７

交付対象経費

国のR5補正予算分

（交付限度額①）

（推奨事業メニュー

分）

国のR5補正予算分

（交付限度額②）

（低所得世帯支援枠

分）

給付費

国のR5補正予算分

（交付限度額③）

（低所得世帯支援枠

分）

事務費

国の予備費等

（交付限度額④）

（給付金・定額減税

一体支援枠分）

給付費

国の予備費等

（交付限度額⑤）

（給付金・定額減税

一体支援枠分）

事務費

国のR5予備費分

（交付限度額⑥）

（給付支援サービス

(令和6年度)分）

国のR6補正予算分

（交付限度額⑦）

（推奨事業メニュー

分）

国のR6補正予算分

（交付限度額⑧）

（令和６年度低所得

世帯支援枠等分）

給付費

国のR6補正予算分

（交付限度額⑨）

（令和６年度低所得

世帯支援枠等分）

事務費

国のR6補正予算分

（交付限度額⑩）

（給付支援サービス

分）

その他

（一般財源や補助

対象外経費等）

対象外経

費に臨時

交付金を

充当して

いない

枠

地

方

単

独

事

業

推奨事業メ

ニュー
⑨を選択した場合、より効果が

あると考える理由

交付対象事業の名称
経済対策との関

係
Ｎｏ

臨時の措置で

あることが分

かる事業名称

としている

総事業費

Ｂ
Ｂ２国

の

予

算

年

度

(

※

R

5

補

正

、

R

6

補

正

を

含

む

場

合

あ

り

)

Ｂ３

エネル

ギー・食料

品価格等の

物価高騰の

影響を受け

た生活者等

に対して事

業の効果が

直接及ぶ

Ｂ６

事業

終期

成果目標（可能な限り

定量的指標を設定）

実施状況の公表等について（HP,広報紙

など）

備考1

(重点支援地方

交付金の追加を

踏まえた各省庁

の通知の発出状

況に定義されて

いる対象分野)

特定事業者

等支援

自治体での予算

区分

個人を対象

とした給付

金等

備考2 備考3基金
事業

始期

Ｃ
事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)

①目的・効果

②交付金を充当する経費内容

③積算根拠（対象数、単価等）

④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

103 

104 

105 

106 

107 

108 

31 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
障がい者施設光熱費等高

騰対策支援金
Ⅱ．物価高の克服 ○

⑤医療・介護・

保育施設、学

校施設、公衆

浴場等に対す

る物価高騰対

策支援

12,590 10,000 10,000 2,590 

➀原油価格・物価高騰により、障がい者施設等のサービスに係る

費用が増加することが見込まれるなか、障がい者に対し継続して

サービスが提供できるようにするため、障がい者施設等に対し、

給付金を支給する。

②物価高騰等によるかかり増し経費

③【入所系】10,000円×定員749人＝7,490,000円

　【通所系】50,000円×88事業所＝4,400,000円

　【訪問・相談系】10,000円×70事業所＝700,000円

④【入所系】障害者支援施設、グループホーム、短期入所(空床利

用を除く）

【通所系】地域活動支援センター、生活介護、自立訓練、就労移

行支援、就労継続支援(A型・B型)

【訪問系】居宅介護、自立生活援助、指定特定相談支援

－ － － R7.1 R7.3
対象事業者100％に交付す

る
ホームページ

障害福祉サービス

事業所・施設等
R6補正（地）

32 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
高齢者施設光熱費等高騰

対策支援金
Ⅱ．物価高の克服 ○

⑤医療・介護・

保育施設、学

校施設、公衆

浴場等に対す

る物価高騰対

策支援

127,982 90,000 90,000 37,982 

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けながらも、

介護サービス等を必要としている高齢者のために、事業を継続し

て実施できるようにするため、高齢者施設等を支援する。

②③高齢者施設に対し、物価高騰等によるかかり増し経費。

　 【入所系】定員１名あたり17,300円　5,993定員×17,300円＝

103,678,900円

　 【通所系】1事業所一律179,200円  112事業所×179,200円＝

20,070,400円

　 【訪問系】1事業所一律18,700円　 221事業所×18,700円＝

4,132,700円

 計127,882,000円

　【通信運搬費】100,000円

④【入所系】　特別養護老人ホーム、介護老人保健施設、地域密

着型介護老人福祉施設、有料老人ホーム、サービス付き高齢者

向け住宅、認知症対応型共同生活介護、養護老人ホーム、軽費

老人ホーム、特定施設入居者生活介護、小規模多機能型居宅介

護、看護小規模多機能型生活介護、短期入所生活介護、短期入

所療養介護

　【通所系】通所介護、通所リハビリテーション、地域密着型通所

介護、認知症対応型通所介護

　【訪問系】　訪問介護、訪問入浴介護、訪問リハビリテーション、

訪問看護、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、福祉用具貸与

（販売）、居宅介護支援

－ － － R7.1 R7.3
対象事業者100％に交付す

る。
各高齢者施設等へ直接周知（メール）、市HP

介護サービス事業

所・施設等
R6補正（地）

33 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○

越谷市私立保育所等物価

高騰対応臨時支援金（光熱

費及び食材料費）

Ⅱ．物価高の克服 ○

⑤医療・介護・

保育施設、学

校施設、公衆

浴場等に対す

る物価高騰対

策支援

14,913 11,000 11,000 3,913 

①物価高騰により、保育施設等における光熱費及び給食材料費

の増加が見込まれる中、事業を継続して実施できるよう、民間保

育施設等を支援し、市民に必要な安定した保育事業の提供を図

る。

②③

対象期間：令和7年1月から令和7年3月まで

〈光熱費〉

　補助基準額：利用定員1人につき420円（定員1人当たりの３か

月光熱費6,000円×物価上昇率7.0％）

　定員数：5,288人（私立保育園：2,035人、認定こども園：2,009

人、新制度幼稚園：105人、地域型保育事業所：1,139人）

　⇒420円×5,288人＝2,220,960円…A

〈食材料費（主食・副食）〉

　補助基準額：児童1人につき月額800円（4,900円(公立保育所の

主食費400円＋副食費4,500円)×物価上昇率15.7％）

　入所者数：5,288人（私立保育園：2,035人、認定こども園：2,009

人、新制度幼稚園：105人、地域型保育事業所：1,139人）

　　　　　　※令和7年1月1日時点の入所者数を基準とするが、現

時点で不明なため、利用定員数で算定

　⇒月額800円×5,288人×3か月＝12,691,200円…B

　A＋B＝14,912,160円

④交付対象施設：私立保育園24園、認定こども園10園、新制度

幼稚園１園、地域型保育事業所66園

－ － － R7.1 R7.3
想定対象事業者の95％へ

交付する。
ホームページ

保育所・幼稚園・

認定こども園等
R6補正（地）

34 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
障がい児通所支援事業所

光熱費等高騰対策支援金
Ⅱ．物価高の克服 ○

⑤医療・介護・

保育施設、学

校施設、公衆

浴場等に対す

る物価高騰対

策支援

1,760 1,000 1,000 760 

①原油価格・物価高騰により、障害児通所支援事業所における

サービスに係る費用の増加が見込まれる中、事業を継続して実

施できるよう、障害児通所支援事業所を支援し、市民に必要な安

定した福祉サービスの提供を図る。

②施設の3か月分の光熱費×光熱費の上昇率

③障害児通所支援事業所88事業所×20,000円（1施設当たりの

支給額）＝1,760,000円

④障害児通所支援事業所

－ － － R7.1 R7.3 事業継続100％ ホームページ
障害福祉サービス

事業所・施設等
R6補正（地）

35 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
一般貨物自動車運送事業

燃料価格高騰対策支援金
Ⅱ．物価高の克服 ○

⑧地域公共交

通・物流や地

域観光業等に

対する支援

151,200 100,000 100,000 51,200 

①燃料価格高騰の影響を受けた一般貨物自動車運送事業者等

を対象として支援金を交付することにより、車両維持と事業継続の

支援を行う。

②(1)一般貨物自動車運送事業者への支援金

　 (2)事務費

③(1)１か月あたり軽油使用量　1,000ℓ・・・A

　価格高騰前後の軽油単価の差額　14円・・・B

　支援期間　12か月分・・・C

　A×B×C×補助率1/2‐≒＠80千円（小型40千円）

　80,000円×1,940台＋40,000円×60台＝157,600千円*95%≒

150,000千円

　(2)会計年度任用職員報酬820千円、職員共済組合負担金・社

会保険料150千円、会計年度任用職員費用弁償30千円、印刷製

本費100千円　通信運搬費100千円　計151,200千円

④市内に本社又は営業所がある一般貨物自動車運送事業者又

は特定貨物自動車運送事業者

　250者　2,000台分

－ － － R7.1 R7.3
想定対象者の70％へ交付

する。
市ＨＰ、広報紙、対象者への通知

運輸交通・物流・

観光事業者 R6補正（地）

36 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○

越谷市私立保育所等物価

高騰対応臨時支援金（私立

幼稚園食料品価格高騰対

応）

Ⅱ．物価高の克服 ○

⑤医療・介護・

保育施設、学

校施設、公衆

浴場等に対す

る物価高騰対

策支援

8,415 8,000 8,000 415 

①原油価格・物価高騰により私立幼稚園における給食材料費等

の増加が見込まれるため、給食費に係る物価高騰分相当額を支

援し、栄養バランスや量を保った給食の提供につなげる。

②給食費（食糧費）の物価高騰分相当額

③基準月額単価：800円/人×対象施設児童数：3,506人×3か月

＝8,414,400円

④市内私立幼稚園19園

－ － － R7.1 R7.3

当該支援を受ける全ての事

業者が、食糧費の物価高騰

の負担を軽減でき、質や量

を落とすことなく給食を提供

できる。

ホームページ
保育所・幼稚園・

認定こども園等
R6補正（地）


